
申し込み用紙をＦＡＸ（パンフレット中面にＦＡＸ用の申込用紙が挟んである場合ご利用ください）
または

ホームページ（http://www.kwansei-ac.jp/iba/）から
大同生命寄付講座申し込みフォームに必要事項を入力し送信

申し込み日から3日以内に受講料（3,000円）を振り込んでください。

11月初旬以降、順次事務局から受講案内のメールをお送りします。

・定員（95名）に達し次第申し込みを終了させていただきます。お早めに申込
みいただき、受講料を入金してください。
・受付の終了はホームページにてお知らせいたします。

大阪梅田キャンパス

アプローズタワー
梅田芸術劇場

毎日放送
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阪急梅田駅茶屋町口下車北へ徒歩5分
大阪市北区茶屋町19-19  アプローズタワー10階・14階
TEL.06-6485-5611
http://www.kwansei.ac.jp/kg_hub/access/

関西学院大学 大阪梅田キャンパス

関西学院大学経営戦略研究科

大同生命保険株式会社 寄付講座

関西学院大学経営戦略研究科
21世紀の国際経済をリードする経営、会計のプロフェッショナルを育成

フルラインの学びを提供する
多彩なプログラム
経営戦略研究科には、世界に通用するビジネスパーソンを

養成する「ビジネススクール（経営戦略専攻）」と、グロー

バル経済と地域経済に貢献し得る職業会計人の養成をめ

ざす「アカウンティングスクール（会計専門職専攻）」の2つ

の専攻が設置されています。「ビジネススクール」には、社

会人を対象に多様なプログラムを提供する＜企業経営戦略

コース＞と、大学新卒者・外国人留学生を対象にすべての

授業を英語で行う＜国際経営コース＞があります。また、

「アカウンティングスクール（会計専門職専攻）」には、公

認会計士・税理士、企業の経理財務監査スペシャリスト、

会計に強い公務員をめざす3つのプログラムがあります。

経
営
戦
略
研
究
科

（IBA）

ビジネススクール（経営戦略専攻）

2年修了
夜間・週末を中心に行う教育

2年修了
昼間を中心に英語で行う教育

企業経営戦略コース

国際経営コース

アカウンティングスクール（会計専門職専攻）

社会との関係を重視し、
先端的なビジネスの問題
を解決することに注力しな
がら、理論的な研究と実
践性のある応用研究の双
方を追求します。
3年修了。昼夜間。

先端マネジメント専攻
（博士課程後期課程）

専門職大学院 大学院

をご参照ください。詳しくは、 http：//www.kwansei-ac.jp/iba/

社会を構成する多くの要素が複雑化、高度化しています。経済活動における急

速なグローバリゼーションは、企業や地方自治体をとりまく経営環境を大きく

変化させようとしています。そのことは、企業経営や自治体経営において、既

存のビジネスモデルやマネジメントシステムを継続する戦略だけでは不十分で

あることを意味しています。世界規模で流動化する多様なシーンに対して、適

切かつ迅速に対応するとともに、新たな企業や自治体の経営を主体的に創造

する先駆的な戦略が求められています。 関西学院大学専門職大学院経営戦

略研究科は、これからの企業経営や自治体経営に求められる高度な専門的

知識とグローバルな視点、そして、国際レベルのスキルを備えた21世紀型のプ

ロフェッショナルの養成を目指します。転換期を迎えた日本経済を再構築し、

確かな未来を開く、知性、国際性、人間性、そして豊かな倫理観を兼ね備えた

ビジネスとアカウンティングのリーダーが、ここ関西学院大学から誕生します。

【個人情報の取り扱いについて】
　関西学院大学では、本学が提供する公開講座の申込時に、皆さまの個人情報の提供をお願い
する事があります。また、ご提供頂いた個人情報は、公開講座運営のため、および公開講座にお
申し込み頂いた皆さまに対し、本学の提供する教育機会についてのお知らせをさせて頂くなど、
社会に開かれた大学としての責務を果たしていくために限り、利用させて頂きます。
　本学は、ご提供頂いた個人情報を取扱う場合は、個人情報に関する法令を遵守し、すべての教
職員が、機密性を保護する取り組みを実施することにより、プライバシーを尊重し、本学に対する
期待と信用に応えてまいりたいと考えています。

大同生命寄付講座に関するお問い合わせ先

関西学院大学経営戦略研究科事務室

TEL:0798-54-6572

受講申し込み方法

E-Mail : ibaseminar@kwansei.ac.jp

②

③

①

2年修了  昼間と夜間・週末に行う教育

大同生命保険株式会社 寄付講座

イノベーションを生み出す経営革新

イノベーションを生み出す
経営革新

K W A N S E I  G A K U I N  U N I V E R S I T Y

I N S T I T U T E  o f  B U S I N E S S  a n d  A C C O U N T I N G



　当社の創業100周年を機に平成14年より開催しております本講座は、
中小企業経営者のみなさまに、経営・ビジネスに関する知識・スキルの
習得の場を提供することで、企業継続発展を応援していきたいという
当社の想いをお伝えする取組みのひとつとして実施してまいりました。
　これまでに受講されたみなさまからは大変ご好評いただいており、
関西学院大学様では通算7回目の開催となります。
　未来に向けてこれからも中小企業のみなさまとともに歩んでいくため
に、この講座をひとりでも多くの方にお役立ていただけるよう努力して
まいりますので、お誘い合わせのうえご受講いただければ幸甚でござ
います。

ごあいさつ ̶寄付講座開設にあたって̶

本社＜大阪＞〒550-0002　大阪市西区江戸堀1丁目2番1号
　　＜東京＞〒105-0022　東京都港区海岸1丁目2番3号

http：//www．daido‐life．co．jp/

「後継者による事業革新」
～中小企業の事業承継を中心に～
定藤　繁樹（関西学院大学経営戦略研究科教授）

懇親会　会場：ラマダホテル大阪

　我が国経済の成長戦略のエンジンとして「イノベーション」が注目されています。特に、自由闊達で進取の気風溢

れる関西には、「革新的な経営」の土壌が育まれており、イノベーションの苗床としての役割が期待されています。

　関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科では、これからの革新的な企業経営者に求められる高度な専門的

知識とグローバルな視点を備えたプロフェッショナルの養成を目指しています。

　このたび本研究科は、大同生命保険株式会社の協力を得て「イノベーションを生み出す経営革新」をテーマに公

開講座を開講します。企業の持続的な成長や海外戦略、事業承継などの切り口から、本研究科の特色である「理論

と実務の融合」を感じて頂きたいと思っています。多くの皆様にご参加いただけることを願っております。

18：00～

15：45～17：15

大同生命保険株式会社 寄付講座

「イノベーションを生み出す経営革新」
～中小企業にとっての経営力強化とは？～
山田　義弘（山田会計事務所所長・株式会社シンク・ベスト代表取締役）

受　　付

関西学院大学 大阪梅田キャンパス
［ 大阪市北区茶屋町19-19　アプローズタワー14階 ］

95名 ※先着順。定員に達し次第、締め切らせていただきます。

3,000円（全日程分。資料、懇親会費を含みます。）

12：30～13：00

13：00～14：30

14：45～16：15

「イノベーションを生み出す経営革新」

開 催 趣 旨

会　場

日　程

定　員

受講料

I N S T I T U T E  o f  B U S I N E S S  a n d  A C C O U N T I N G
講座概要

土曜日

受　　付13：30～14：00

「破壊的イノベーションの脅威と対応策」
玉田　俊平太（関西学院大学経営戦略研究科教授）

「元気な中小企業が日本経済をけん引できる」
～グローバル時代の中小企業の海外戦略～
畑野　吉雄（株式会社中央電機計器製作所会長）

14：00～15：30

関西学院大学経営戦略研究科教授
博士（学術）東京大学
MPA（ハーバード大学）

玉田 俊平太
たま　   だ しゅん ぺい　  た

2012年4月株式会社中央電機計器製作所会長に就任。
関西メガ・リージョン活性化構想検討委員会委員、大阪府中小企
業家同友会顧問、社会人基礎力育成グランプリ2010講演者並び
に審査員、関西のクリエイティブ産業を考える会委員、公益財団
法人大阪産業振興機構理事、5大学の客員講師を務め、中国吉林
大学、韓国ハンバット大学などで講演。
2012年、第50回関西財界セミナーに意見発表者として参加。
中小企業の経営者として、グローバル人材の活用等、若者の教育
にも独自の考えを展開。

ハーバード大学にてマイケル・ポーター教授のゼミに所属、競争力
と戦略の関係について研究するとともに、クレイトン・クリステン
セン教授からイノベーションのマネジメントについて指導を受け
る。筑波大学、東京大学先端科学技術研究センター、経済産業
研究所を経て現職。研究・技術計画学会理事。

株式会社中央電機計器製作所会長

畑野 吉雄
はた　    の よし　 お

懇親会 講座終了後に異業種交流を兼ねた懇親会を行います。

「破壊的イノベーションの脅威と対応策」
　企業の持続的な成長のためにはイノベーションが不可欠ですが、業界トッ
プの優良企業（持続的イノベーター）であっても、ある種類のイノベーション
（破壊的イノベーション）には打ち負かされて滅んでしまうことがあります。
しかも、こうした優良企業（持続的イノベーター）が競争に負けるのは、経営に
失敗したからではなく、むしろ合理的な経営判断を繰り返しているうちに、こ
の破壊的イノベーションに打ち負かされてしまうのだということが明らかにな
っています。このような現象は「イノベーションのジレンマ」と呼ばれ、現代の
経営者にとって、この破壊的イノベーションの理論を理解することは必須科目
と言えます。本講演では破壊的イノベーション理論の提唱者から直接指導を
受けた講師が、破壊的イノベーションとは何か、なぜ既存優良企業は破壊的
イノベーションに太刀打ちできないのか等について解説します。

「元気な中小企業が日本経済をけん引できる」
～グローバル時代の中小企業の海外戦略～
　ここ5年間、年平均20回以上の海外出張をこなしています。方面は、ヨーロ
ッパ、アメリカ、中東、東南アジア、東アジア等多方面に及んでいます。
　刻 と々変化する世界情勢を、「行って、見て、聞いて来て」、グローバル時代
に生き残る中小企業の在り方を考えます。この経験から、中小企業をはじめ
大企業の栄枯盛衰も確かな視点で予測できると自負しています。
　現在求められているグローバル人財、大学生の社会人育成、財界から望ま
れる若者像、こういった視点でお話したいと思います。
　経済産業省キャリアがインターンシップ生としてかばん持ちに来ることの
意義、ハグで世界の人たちとのコラボレーション、等々。独自の人脈、独自の
考えをお話します。

ＴＫＣ全国会は、租税正義の実現と関与先企業の永続的繁栄に貢
献することを目的として結成された、１万名超の税理士および公認会
計士が組織するわが国最大級の職業会計人集団です。

≪ＴＫＣ全国会≫

11
16

土曜日

11
16

日曜日

11
17

11
17
日曜日

関西学院大学経営戦略研究科教授
地域活性化伝道師（内閣官房）
都市創造研究センター長

定藤 繁樹
さだ　 とう しげ　  き

山田会計事務所所長・株式会社シンク・ベスト代表取締役
1990年株式会社シンク・ベスト設立。
2007年ＬＬＰプロフェッショナル・サポート設立。
2012年中小企業経営力強化支援法に基づく経営革新等支援機
関第一号認定
「企業のカウンセラーとしてお客様の存続・発展に寄与する」ことを
経営理念に掲げ、経営計画の策定・運用支援・月次の業績管理、後
継者・幹部教育などを通して中小企業の経営をサポートしている。
ＴＫＣ全国会巡回監査・事務所経営委員会副委員長、同事務所
経営部会部会長
ＴＫＣ南近畿会相談役

1975年京都大学法学部卒業、大阪ガス入社。1985年よりジョージ
ワシントン大学経営行政大学院へ留学。帰国後、海外新規ビジネ
スを担当。1998年より京都リサーチパークで大学発ベンチャー育
成や産学連携を担当。2002年光ファイバー非破壊検査システム開
発・販売会社を共同創設。2003年より関西学院大学教授。宝塚
都市再生プロジェクトを推進。地域活性化伝道師（内閣官房）。
都市創造研究センター長。

山田会計事務所所長
株式会社シンク・ベスト代表取締役

山田 義弘
やま　  だ よし　ひろ

「後継者による事業革新」
～中小企業の事業承継を中心に～
　戦後経済の成長を支えた経営者は、今、世代交代の時期を迎えています。
後継者選びとバトンタッチは企業経営にとって大きな課題であり、特に中小
企業における事業承継は最重要課題になっています。この事業承継を次な
る成長のチャンスととらえ、業態変革、新規事業進出、組織改革などの経営
革新に結びつけている企業事例を紹介し、その成功の要因を考察します。
120年続く大阪の菓子老舗、プラスティックの町工場から高度な医療機器メー
カーに業態変換した名古屋企業、養子になった銀行マンが旧態依然とした
クリーニング業を組織変革する事例などを通じて事業承継とイノベーション
の関係を、ご一緒に考察しましょう。

「イノベーションを生み出す経営革新」
～中小企業にとっての経営力強化とは？～
　国の中小企業施策の根幹をなすのが「中小企業基本法」です。この法律
は中小企業に関する施策についてその基本理念、基本方針その他の事項を
定めるとともに、国及び地方公共団体の責務等も明らかにしています。この
法律が昭和38年に施行されちょうど今年で50年になります。
　多くの中小企業経営者の方々は、経営資源が潤沢な大企業と異なり、経
営資源の確保と活用にご苦労をされていると思います。とりわけ金融面にお
いては従来、金融機関による担保主義、保証人の要求等でご苦労されてきた
のではないかと拝察いたします。
　当講座では、中小企業金融円滑化法の終了や中小企業基本法の時間の経
過による変化とそれに伴う新たな国や地方公共団体の中小企業施策につい
て法律の背景とその狙い、また実際の具体的な施策の活用例などをご紹介
いたします。　　

14：00～15：30

13：00～14：30

14：45～16：15

15：45～17：15

会場：ラマダホテル大阪　18：00～


